
カスタマーハラスメントに対する基本方針 
 

 
社会福祉法人小千谷北魚沼福祉会（以下「法人」という。）は、ハラスメントによって職員の労働

環境が損なわれないようにする労働契約上の義務「職場環境整備義務」があります。 

労働契約法第 5 条において、「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を 

確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものとする。」と明記されており、劣悪な

労働環境によって職員の健康が損なわれれば、労働契約法違反並びに労働安全衛生法上の安全配慮 

義務違反ともなります。 

職員の心身の安全を確保し、ご利用者やそのご家族並びに取引先の皆様（以下「利害関係者」と 

いう。）と職員の対等で良好な関係を築くためにこの指針を制定いたしました。利害関係者と職員と

のより良い関係の構築により、質の高いサービスの提供に尽力していいきたいと考えておりますので、

ご理解ご協力のほどよろしくお願いいたします。 
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１．基本的な考え方 
法人は、基本理念や基本方針を実現するために、法人と利害関係者の協力が必須であると考えてお

ります。そして、法人と利害関係者がお互いに信頼しあい、職員も気持ちよく働くことができれば、

結果として皆様の満足度向上につながると考えます。この指針は、それらを実現するために定める 

ことといたしました。 

 

２．カスタマーハラスメントとは 
利害関係者からの不当な行為によって職員が著しい苦痛を受けること（以下「カスタマーハラスメント」

という。）です。 

(1) 対象となるハラスメント行為 

■要求を通すための不当な手段 ➡カスタマーハラスメント 

・身体的な攻撃(暴行、傷害) ・精神的な攻撃(脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言)  

・威圧的な言動 ・土下座の要求 ・継続的な(繰り返される)、執拗な(しつこい)言動  

・拘束的な行動(不退去、居座り、監禁) ・差別的な言動 ・性的な言動 
※要求が理不尽でなくても要求手段が不当であればカスタマーハラスメント 

■理不尽で身勝手な要求    ➡悪質クレーム（不当要求） 

・過剰なサービス要求 ・根拠のない補償要求 ・一般常識の限度を超えている要求 

・実現が困難と分かっている要求 ・自分だけの特別な利益を要求 

■性的な嫌がらせ行為     ➡セクシュアルハラスメント 

・わいせつ行為 ・性的な言動 ・性差別的言動 ・ストーカー行為 
※介護拒否による抵抗等については、カスタマーハラスメントと分けて捉えます。 

(2) 具体的な行為 (厚労省の調査で確認されたカスタマーハラスメント行為) 

■時間拘束 

・１時間を超える長時間の拘束、居座り ・長時間の電話 ・時間の拘束、業務に支障を及ぼす行為 

■リピート型 

・頻繁に来園し、その度にクレームを行う ・度重なる電話 ・複数部署にまたがる複数回のクレーム 

■暴言 

・大声、暴言で執拗に職員を責める ・施設で大きな声をあげて秩序を乱す  

・大声での恫喝、罵声、暴言の繰り返し 

  



■対応者の揚げ足取り 

・電話対応での揚げ足取り ・自らの要求を繰り返し、通らない場合は言葉尻を捉える 

・同じ質問を繰り返し、対応のミスが出たところを責める  

・一方的にこちらの落ち度に対してのクレーム 

・当初の話からのすり替え、揚げ足取り、執拗な攻め立て 

■脅迫 

・脅迫的な言動、反社会的な言動 ・物を壊す、殺すといった発言による脅し 

・ＳＮＳやマスコミへの暴露をほのめかした脅し 

■権威型 

・優位な立場にいることを利用した暴言、特別扱いの要求 

■ＳＮＳへの投稿 

・インターネット上の投稿(職員の氏名公開) ・法人、職員の信用を毀損させる行為 

■正当な理由のない過度な要求 

・言いがかりによる金銭要求 ・私物(スマートフォン、ＰＣ等)の故障についての金銭要求 

・遅延したことによる料金の値下げ要求 ・難癖をつけたキャンセル料の未払い、代金の返金要求 

・備品を過度に要求する(歯ブラシ10本要求する等) ・入手困難な商品の過剰要求  

・制度上対応できないことへの要求 ・通行ルートへのクレーム、それに伴う遅延への苦情 

・契約内容を超えた過剰な要求 

■セクハラ 

・特定の職員へのつきまとい ・職員へのわいせつ行為や盗撮 
■その他 

・法人内施設(敷地内)への不法侵入 ・正当な理由のない業務スペースへの立ち入り 

 

３．ハラスメントへの法人の対応 
■ハラスメント行為の改善を求めます 

・職員に対するハラスメント行為があった場合には、文書で改善を求めます。 

■ハラスメント行為が改善されない場合 

ハラスメント行為が改善されない場合は、次の措置を検討し適正に対処します。 

・犯罪行為の場合は刑事告発 

・職員の健康被害があった場合は損害賠償請求 

 

４．その他 

・ハラスメントに関することについては、その内容を正確に把握するため、電話や会話の内容を録音する

場合があります。また、録音内容については、当該ハラスメントの解決のために利用いたします。 

・ハラスメントが行われた場合は、必要に応じて、弁護士等適切な外部専門家を交えながら解決を図るこ

とがあります。 

・ハラスメントが行われた場合は、サービス提供をお断り、または中止することがあります。 

・ハラスメントの性質が、反社会的勢力及び反社会勢力を背景とした又はその関係を想定させる不当又は

不法な圧力である場合は、警察等関係機関との連携を図り、断固たる対応を行います。 

 

 

 


